
『大阪府における中小企業の事業承継支援の課題と方向性』の訂正について 

以下のとおり図表を差し替え、本文の一部を訂正します。 
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（差し替え前）図表１－１２ 都道府県別倒産、休廃業・解散比率 

 

出所：近畿経済産業局(2017) 「関西中小企業の事業承継時における M＆Aの活用の実

態」より一部修正。 

 

（差し替え後）図表１－１２ 都道府県別倒産、休廃業・解散比率 

 

  

都道府県別倒産比率 都道府県別休廃業・解散比率

企業数 倒産件数 倒産比率 事業所数
休廃業・解

散件数

休廃業・解

散比率

1 大阪府 294,099 1,245 0.423 1 佐賀県 25,555 247 0.967

2 東京都 452,197 1,776 0.393 2 広島県 87,578 829 0.947

3 京都府 84,896 297 0.350 3 愛媛県 45,975 405 0.881

4 奈良県 33,323 109 0.327 11 福井県 30,669 252 0.822

5 兵庫県 154,949 485 0.313 17 和歌山県 36,296 260 0.716

6 神奈川県 200,530 558 0.278 18 滋賀県 36,580 262 0.716

7 滋賀県 36,580 101 0.276 全国 3,820,338 24,106 0.631

8 愛知県 221,411 602 0.272 25 奈良県 33,323 207 0.621

全国 3,820,338 9,180 0.240 33 東京都 452,197 2,674 0.591

9 石川県 42,895 100 0.233 38 兵庫県 154,949 860 0.555

10 和歌山県 36,296 84 0.231 39 京都府 84,896 469 0.552

15 福井県 30,669 67 0.218 47 大阪府 294,099 1,293 0.440

帝国データバンク調べ2014年倒産件数及び休廃業・解散件数と総務省「平成26年経済センサス基礎調査の結果」民営事
業所数を基に作成

企業数 倒産件数
倒産比率

(%)
企業数

休廃業・
解散件数

休廃業・
解散比率

(%)

1 大阪府 271,936 1,137 0.418 1 佐賀県 24,459 262 1.071

2 東京都 417,988 1,599 0.383 2 新潟県 76,279 781 1.024

3 兵庫県 145,054 432 0.298 3 北海道 141,669 1,448 1.022

4 神奈川県 188,015 527 0.280 18 奈良県 31,557 248 0.786

5 京都府 79,214 210 0.265 20 和歌山県 34,394 262 0.762

6 静岡県 120,024 305 0.254 26 滋賀県 34,667 248 0.715

7 愛知県 208,948 525 0.251 全国 3,589,333 24,957 0.695

8 和歌山県 34,394 83 0.241 31 東京都 417,988 2,745 0.657

9 奈良県 31,557 73 0.231 38 兵庫県 145,054 906 0.625

全国 3,589,333 8,164 0.227 40 京都府 79,214 479 0.605

12 滋賀県 34,667 78 0.225 47 大阪府 271,936 1,211 0.445

出所：企業数は中小企業庁ＨＰの「都道府県・大都市別企業数、常用雇用者数、従業者数（民営、非一次産
業、2016年）、倒産件数及び休廃業・解散件数については帝国データバンク「全国『休廃業・解散』動向調
査」をもとに作成（調査時点での企業数の最新データは2016年）。

都道府県別倒産比率（2016年） 都道府県別休廃業・解散比率（2016年）



本文 7行目 

（差し替え前） 

倒産比率は大阪府が最も高かったが、上位 10 位以内に、関西の 2府 4県が全て入って

いることから、倒産比率の高い傾向は、近畿経済産業局の資料の示すとおり、これは「関

西」の中小企業に共通する特徴であろう。 

 

（差し替え後） 

倒産比率は大阪府が最も高かったが、上位 12 位以内に、関西の 2府 4県が全て入って

いることから、倒産比率の高い傾向は、近畿経済産業局(2017)を参考に新たなデータで作

成した図表１－１２の示すとおり、これは「関西」の中小企業に共通する特徴であろう。 

 

本文 11 行目 

（差し替え前） 

大阪府では、休廃業・解散を潔しとせず、存続にこだわった結果、最悪の事態に至る企業

が多いという見方もできようが、そうであれば、最悪の状況に至る前に M&A も選択肢のひ

とつとして検討を促す啓発が必要であろう。 

 

（差し替え後） 

大阪府では、存続にこだわった結果、判断のタイミングを誤り最悪の事態に至る企業が多

いという見方もできようが、そうであれば、最悪の状況に至る前に M&A も選択肢のひとつ

として検討を促す啓発が必要であろう。 

 

本文注１ 

（差し替え前） 

倒産件数と休廃業・解散件数はほぼ同じ 1,200 件台である。 

 

（差し替え後） 

倒産件数と休廃業・解散件数に大きな差はない。 

 

  



『大阪府における中小企業の事業承継支援の課題と方向性』の訂正について 

以下のとおり図表を差し替えます。 
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（誤）図表１－１４ М＆Ａ支援の担い手 

  

 

 

大企業 

（約 1 万社） 

 

中規模企業 

（約 56 万社） 

大規模のディール 

＝年商 10 億円超企業 

（M&A 手数料 3,000 万円超） 

→民間の担い手存在 

中規模のディール 

＝3 億円超の企業 

（手数料 1,000 万円超） 

→民間の担い手存在 

民間の担い手 

・メガバンク 

・証券会社 

・M&A 専門会社 

・地域金融機関 

等 

小規模企業 

（約 325 万社） 

 
約 58％が個人事業主であることから、М＆Ａ

ではなく「後継者斡旋等」の支援が有効 

出所：中小企業庁(2016)「事業承継に関する現状と課題」p23 より抜粋。 

 



（正）図表１－１４ Ｍ＆Ａ支援の担い手 

 

 

大企業 

（約 1 万社） 

 

中規模企業 

（約 56 万社） 

大規模のディール 

＝年商 10 億円超企業 

（M&A 手数料 3,000 万円超） 

→民間の担い手存在 

中規模のディール 

＝3 億円超の企業 

（手数料 1,000 万円超） 

→民間の担い手存在 

民間の担い手 

・メガバンク 

・証券会社 

・M&A 専門会社 

・地域金融機関 

等 

小規模ディール 

＝年商 3 億円以下の企業 

（手数料 1,000 万円未満） 

→民間の担い手不在 

小規模企業 

（約 325 万社） 

 

 
約 58%が個人事業主であることから、М＆A

ではなく「後継者斡旋等」の支援が有効 

出所：中小企業庁(2016)「事業承継に関する現状と課題」p23 より抜粋。 


